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平成２４年９月定例会
９月１２日 一般質問質疑応答状況

質 問 者 質問事項・内容 答 弁 者 答弁内容（検討事項） 検討・対処結果
高良議員 ・被害防止対策について集落ぐるみでの取り組①有害鳥獣対策について今後の 森川産業振興課長

みを推進している。モデル地区を選定し、サル対策を問う
・６月の定例会でサルは保護法 等が餌場と認識しにくい集落環境づくりの取り
上全個体を駆除することは難し 組みを行っている。また、追い払い犬の活用等
いとの答弁であった。ならば、 集落をあげて対策を行い、これらは、一定の効
最低必要な個体群、個体数まで 果を示しているが、すべて解決することは困難
駆除していく必要があると思う である。最低必要な個体群、個体数はいくらな。

のか明確な答えは現在のところわからない。そ
して、群れごと駆除することにも限界がある。
また、被害防止については、島根県中山間地域
研究センター等、関係機関と連携し、対策を講
じていきたい。

・町の備蓄状況は、８月末現在、毛布５０枚、②災害発生時の対応について問 東間総務課長
５００ｍｍｌの水２８８本、６リットルの給水う

・地震等の全町に被害をもたら 袋９００枚。
す可能性のある災害が発生した ・町としては、大規模災害に備え、各家庭への
場合、土砂崩れ、道路の崩壊等 啓発、周知をはじめ、自治会等においても、給
により一時避難所にかなりの日 水や食料、毛布・寝具の支給等、様々な問題点
数留まる必要がある地区が出て や今後のあり方を検討し、従来の避難対策を見
くると思われる。現時点で各自 直していくよう働きかける。
治会が避難物資を備蓄している ・大規模災害において、町、自治会、自主防災
ところはないと思う。大規模災 組織、さらに消防団がスムーズに連携をとり、
害時に、町としてはどのような 役割を補いながら、町民の生命、財産を守る体
対応を考えているのか。また、 制づくりを推し進めたい。
消防団が行う町民の生命、財産 ・消防団の班の再編については、消防幹部会で
の保全と各自治会が行う避難者 協議する。
の援護活動との連携がとれるか
伺う。
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質 問 者 質問事項・内容 答 弁 者 答弁内容（検討事項） 検討・対処結果
飯田議員 ・現在の消防団員数は、定員を見直した２年前『防災」について 東間総務課長

①消防団員の定数は２００名か と同数の１７１名である。地域の安全を確保し
ら１８０名に改正されて２年が ていくためにも、これ以上減少しないよう努め
経過したが、その後の団員数は ている。
各分団をはじめどのように推移 ・消防団員の任命条件等については、消防幹部
しているか？ 会で協議する。

②毎年６月に実施される災害避 ・東日本大震災以降より、町民一人ひとりの防
難訓練への参加自治会数、人員 災意識が高まっている。これまでの防災や、防
が減少して災害発生に対する危 災訓練に対する課題を細かく洗い出し、各地域
機感の低下が危惧されるが、避 に見合った防災訓練のあり方を確立していくこ
難訓練のあり方を含めどう対処 とが重要であると考える。
するのか？

③平成１８年３月以降の各自治 ・現在２３組織が立ち上がっている。
会等の自主防災組織の取り組み
状況はどうなっているのか？

④平成１８年９月議会で「１組 ・現在まで防災士に町から講演、指導を依頼し
、 、 、織に２～３人の防災委員を専任 た実績はないが 防災教育 減災教育において

する。また「防災士」による講 防災士の果たす役割は重要と考えている。
演、指導を各自治会に出向いて
行う 」と答弁されているがこの。
ような実態があるか？

⑤消防水利として利用していた ・消防団、自主防災組織等と連携し、消防水利
ため池が決壊、崩壊して利用で の現地確認等を行い、整備計画を策定し、消防
きない状況は数多くある。防火 水利が確保できるよう努めていく。
水槽設置基準を見直し、設置す
ることを検討することはできな
いか？
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質 問 者 質問事項・内容 答 弁 者 答弁内容（検討事項） 検討・対処結果
石川議員 ・三原地区をモデル地区として、担当の集落支①連合自治会組織への移行につ 左田野政策推進課長

援員を配置し、取り組みを行っている。そしていて
・集落・自治会体制に非常な危 このような連合体としての取り組みもこれから
機感を持っている ３１自治会 は必要性が高くなると考える。ただ、このこと。 、
５７集落で自治コミュニティを については、行政が一方的に進めることはでき
形成することが困難状況が次々 ないと考える。今後、情報提供など、地域の皆

。と出てきている。そこで、その さんと一緒に考えて行くことを進めていきたい
上部団体として６～８の「連合
自治会」組織を提案する。
そして、集落支援員、地域おこ
し協力隊、役場職員をアドバイ
ザーとして配置し、組織づくり
を行うべきと考える。

・当面は３学級を維持することを学校との共通②島根中央高校の支援について 谷川教育課長
、 、・島根中央高校をめぐるここ２ の目標としながら 本町の子ども達はもちろん

、～３年の関心事は、３学級維持 県内外からも生徒が集まるような魅力ある学校
の方向へ向かっているのが現状 地域をめざし、町または後援会としてできる限
である。しかしながら、今後の り効果的な支援を学校、県教委と連携・協議し
邑智郡プラス旧桜江町の中学校 ながら取り組んでいきたい。
の生徒数を見ると、地区外又は
県外の生徒の確保が至上命題で
ある事は言うまでもない。こう
した状況を鑑み、町として出来
うる最大限の支援を望む。

青木議員 ・現在、入居可能な住宅が４８戸ある。当面は若者定住に向けた施策について 森口住民課長
。①若者住宅の今後の予定につい これらを若者定住住宅として活用していきたい

て

②公営住宅等長寿命化計画の中 ・平成３３年度に５戸建設計画の住宅について
で平成３３年度に５戸建設を計 は、住居が２階以上に入居されている方が、高
画しているとあるが、前倒しで 齢等により日常生活に支障が生じることを想定
きないのか。また、所得制限の し計画したものである。また、所得制限に関し
ない住宅整備が今求められてい ては、条例改正を行い、平成２５年度より、よ
ると思うが考えを伺う。 り幅広い層の方が入居できるよう所得制限の緩

和を行う予定である。
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質 問 者 質問事項・内容 答 弁 者 答弁内容（検討事項） 検討・対処結果
圓山議員 ・行政が一方的に進めることはできないと考え①集落再編・自治会の再編につ 左田野政策推進課長

る。様々な機会を通じて、地域でも集落のこれいて尋ねる
・限界集落などを踏まえて今後 からなどについて考えていただくとともに、行
集落の再編等、行政としての区 政としても集落機能の維持などについて一緒に
割りを考える必要があると感じ 考えて行きたい。
るがいかがか？

・確認したところ該当職員が２名いる。町職員②島根県在住の県外車ナンバー 森口住民課長
として法律を遵守すべきことは当然であり、指に変更を

・川本町内に該当するような事 導する。なお、住民の皆さんについては、把握
案はないか？あるとすれば、適 していない。
切な指導をしているか尋ねる。


